













































































学問上 “ 付加価値税 ” としての性格を有する。英法系の諸国では、一般に












































（2）　Raquel Alexander & LeAnn Luna, “Value-Added Taxes： Ingredient in Corporate Tax 








































































り「自発的納税協力負担（compliance and administration cost）」の面で納
（4）　See, The Presidentʼs Advisory Panel on Federal Tax Reform, Simple, Fair, and Pro-
Growth： Proposals to Fix Americaʼs Tax System at 192 （Nov. 1, 2005）： Available at 
http://govinfo.library.unt.edu/taxreformpanel/final-report/index.html；  Reuven S. Avi-
Yona, “The Report of the President's Advisory Panel on Federal Tax Reform： A Critical 
Assessment and a Proposal,” 59 SMU L. Rev. 551（2006）. また、付加価値税は、いった
んその導入をゆるすと、財政需要を口実に、とめどもない税率引上げの政治的圧力に
さらされる問題も指摘されている。See, Richard Miller Bird & Pierre-Pascal Gendron, 




的であることについて異論は少ないものと思われる。逆進性について、See, George N. 
Carlson & Melanie K. Patrick, “Addressing the Regressivity of a Value-Added Tax,” 42 




























Slemrod & Jon Bakida, Taxing Ourselves： A Citizens Guide to the Debate over Taxes 





































































なるものである。しかし、公共財／サービス（public goods and services）





















































































Services tax）」一般については、オーストラリア国税庁（ATO=Australian Taxation 
Office）のHP 参照。Available at： https://www.ato.gov.au/business/gst/in-detail/your-
industry/food/GST-food-guide/
（13）　1970年代から懸案となっていた税制改革は、連邦財務省が1985年に『オーストラ
リアの税改革：白書草案（Reform of the Australian Tax System： Draft White Paper）』
（AGPS, 1985）を公表したことを契機に具体的していった。それまであった平均
22％の卸売売上税（WST=Wholesale Sales Tax）や宿泊税（Bed Tax、州税及び連邦
直轄地域税）などの廃止、36％の法人事業税率を30％に軽減するなどの見直しをした
うえで、GST を連邦税として導入した。
（14）　オーストラリアの GST の税法学的な視角からの包括的な分析として、See, Graeme 



































「GST 免税供給（GST-free supply）」と呼び、「非課税供給（exempt supply）」を「仕
入課税供給（input taxed supply）」と呼んでいる。
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邦レベルの付加価値税は「物品サービス税（GST ＝ Goods and Services 
Tax）」と呼ばれる。一方、州レベルの付加価値税は「州売上税（PST ＝
Provincial Sales Tax/QST= Quebec Sales Tax）」と呼ばれる。
（ａ）連邦付加価値税（GST）
連邦の物品サービス税（GST＝Goods and Services Tax）は、タック
スインボイス（税額票交付）方式の付加価値税である（19）。連邦消費税法
（Excise Tax Act 1985）の第 IX 部「物品サービス税」（122条以下。以下




ト、ヌナブト、ユーコン）を除く、各州は、州売上税（PST ＝ Provincial 
Sales Tax）を課している。税率は、オンタリオ州８％、ブリティシュコ
（19）　カ ナ ダ は、 連 邦 税 と し て1920年 に 取 引 高 税（turnover tax） を 導 入 し た。
1924年に取引高税を廃止し、単段階課税型の消費税である連邦製造業者売上税
（MST=Manufacturerʼs Sales Tax）を導入した。その後、1991年に、MST を廃止し、
物品サービス税（GST=Goods and Services Tax）の名称で、多段階課税型、タック
スインボイス（税額票交付）方式の付加価値税を、州小売売上税（RST--=Retail Sales 
Tax）に上乗せするかたちで導入した。沿革について詳しくは、See, Richard M. Bird 
& Pierre-Pascal Gendron, “Symposium on Designing A Federal VAT： Part II： Sales 











包括的租税統合連携協定（Comprehensive Integrated Tax Coordination 
Agreement）を締結することになっている（21）。
現在５つの州が HST スキームに参加している。これらの州において
は、連邦課税庁（RCA=Revenue Canada Agency ／カナダ歳入庁）の所管
のもと、事業者は、課税物品の譲渡やサービスの提供に際して、次の税率













い て は、See, Comprehensive Integrated Tax Coordination Agreement Between The 





















（22）　州権の強いカナダの場合、連邦の GST に加え、各州の HST、PST、QST などがあ
り、消費課税は極めて複雑な仕組みにある。連邦の GST ではサービスを幅広く課税
するのに対して、州の RST では、物品一般が課税対象であり、必ずしもサービスを




Richard M. Bird & Pierre-Pascal Gendron, “Symposium on Designing A Federal VAT： 
Part II： Sales Taxes in Canada：　The GST-HST-QST-RST ʻSystemʼ”, 63 Tax L. Rev. 
517 （2010）.
（23）　See, Revenu Quebec, Consumption Tax Available at： http://www.revenuquebec.ca/
en/entreprise/taxes/tvq_tps/modifications-regime-tvq.aspx　なお、QST は、課税対象




































GST の “枠外” での逆進性解消策仕組みは、連邦個人所得税制に組み
込まれており、「GST/HST 税額控除（refundable Goods & Services Tax/





















（25）　See, Canada Revenue Agency, GST/HST Credit ： Including related provincial credits 
and benefits （For the period from July 2014 to June 2015）. Available at： http://www.
cra-arc.gc.ca/E/pub/tg/rc4210/rc4210-14e.pdf
（26）　See, Ken Battle, Credit Corrosion： Bracket Creepʼs Evil Twin （Caledon Institute 

























（27）　See, Canada Revenue Agency , Family income level where the recipient will no longer 
receive the GST/HST credit. Available at： http://www.cra-arc.gc.ca/bnfts/gsthst/gstc_
ncms-eng.html ； Canada Revenue Agency, Goods and services tax/harmonized sales tax 






























カ ナ ダ の GST で 講 じ て い る 非 課 税（exemptions） と ゼ ロ 税 率
（domestic zero-rate, zero-rate for exporting）適用一覧は、次のとおりで
（28）　See, Ken Battle, Credit Corrosion： Bracket Creepʼs Evil Twin at 11-12 （Caledon 



























（29）　See, Canada Revenue Agency, Exempt goods and services. Available at： http://www.
cra-arc.gc.ca/tx/bsnss/tpcs/gst-tps/gnrl/txbl/xmptgds-eng.html 　 Canada Revenue 




同じスタンスになることがわかった。しかし、“ 時すでに遅し（the ship 
has already sailed）” である。このため、非課税物品やサービスの提供事業
者がゼロ税率物品やサービスの提供事業者（zero-rated goods and services 
suppliers）をうらやむ構図にある。
GST の枠外、つまり所得税制上の給付（還付）つき GST/HST 税額控
除のみならず、GST 枠内でこうした手厚い価値財／サービスへの消費課
税除外策、逆進性解消策を講じることは、当然、大幅な GST 税収減（GST 
tax expenditures）につながる（30）。加えて、GST の納税義務者である事業者
の自発的納税協力負担や課税庁の徴税費の増加につながる。
「カナダの GST は世界一複雑な付加価値税法である（the most complex 















（30）　GST 関連税収損／租税歳出（GST tax expenditures）について詳しくは、See, 




ち な み に、 カ ナ ダ の GST 法 で は、 小 規 模 企 業 の GST/HST 関 連 納






















（31）　Canada Revenue Agency, Quick Method of Accounting for GST/HST Includes Form 

























































検討について」（平26.６.11 総９－２）Available at： http://www.cao.go.jp/zei-cho/
gijiroku/zeicho/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/06/12/26zen9kai4.pdf#search=' ％
E4％ B8％ 8E％ E5％ 85％ 9A％ E7％ A8％ 8E％ E5％ 88％ B6％ E5％ 8D％ 94％


































〔VAT=Value Added Tax〕に基づいて（34）1973年４月１日に VAT を導入し
た（35）。タックスインボイス（税額票交付／ tax invoice）方式の「付加価値
（33）　間接税としての付加価値税には、例えば、イギリスでは「VAT=Value Added Tax ／
付加価値税」という呼び名を使っている。オーストラリア、ニュージーランド、カナ
ダなどでは「GST=Goods and Services Tax／物品サービス税」と呼び名を使っている。
（34）　Available at： http://www.legislation.gov.uk/ukpga/1972/41/pdfs/ukpga_19720041_
en.pdf
（35）　See, Nell Warren, “The UK Experience with VAT,” 3 Revenue L. J. 75 （1993）； Simon 
James,” VAT/GST： The UK Experience Revisited,” 10 Revenue L. J. 72 （2000）. 
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続けていた。そして、1977年５月17日に、EC 域内での VAT の調和をね
らいに、「ECC【EC 理事会】第６次 VAT 指令（European Communities 
Council the 6th VAT Directive）〔77/338/EEC〕（以下「EC 第６次 VAT 指
令」という。）（36）を採択した。1993年の EU（European Union ／欧州連合）
誕生後も EU は、度々第６次 VAT 指令の修正を行い（37）、EU 域内での VAT
制度の調和に努めてきている（38）。
イギリスは、EU 加盟国として、1977年の EU 第６次 VAT 指令等の採択
を受け国内 VAT 法の整備、さらには国内でのさまざまな政治的な判断や
経済の動きなどを VAT の税率や課税ベース等に反映するために VAT 関連
法の改正を繰り返してきている。
現在、イギリスは、付加価値税（VAT）を、1994年付加価値税法（Value 
Added Tax Act 1994）（39）および1995年付加価値税規則（Value Added Tax 
（36）　See, Official Journal of European Communities No L 145/1 （13.6.77）. Available at： 
　　http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX：31977L0388&rid=6
（37）　Available at： http://europa.eu/legislation_summaries/other/l31006_en.htm# なお、
最 新 の EUVAT 指 令 は、EU 閣 僚 協 議 会 が2006年11月28日 の VAT 指 令（European 

























標準税率 割増税率 軽減税率 事業者限界点 備　　考
1973～ 10％ － － ￡5,000 【４月】1972年財政法41章第１部
〔VAT〕に基づき VAT を導入。









1975～ ８％ 25％ － ￡5,000 【５月】標準税率８％を維持する
一方で、25％税率適用対象を非生
活必需品一般へ拡大
1976～ ８％ 12.5％ － ￡5,000 【４月】25％割増税率を12.5％に
引下げ
1977～ ８％ 12.5％ － ￡7,500 【５月】EU 第６次 VAT 指令を採
択。事業者登録限界点を￡7,500に
引上げ。
1978～ ８％ 12.5％ － ￡10,000 すべての輸入サービスを課税対象




（41）　See, Antony Seely, “VAT： European law on VAT rates,” UK House of Commons 
Library （28 August, 2013）. 
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1979～ 15％ － － ￡10,000 【６月】標準税率（10％）および
割増税率（12.5％）を15％に一本化
1980～ 15％ － － ￡13,500 事業者登録限界点を￡13,500に引
上げ。その後も毎年引上げ
1981～ 15％ － － ￡15,000
1982～ 15％ － － ￡17,000
1983～ 15％ － － ￡18,000
1984～ 15％ － － ￡18,700
1985～ 15％ － － ￡19,500
1986～ 15％ － － ￡20,500
1987～ 15％ － － ￡21,300
1988～ 15％ － － ￡22,100
1989～ 15％ － － ￡23,600
1990～ 15％ － － ￡25,400
1991～ 17.5％ － － ￡35,000 【４月】VAT 標準税率を17.5％に
引上げ
1992～ 17.5％ － － ￡36,600
1993～ 17.5％ － － ￡45,000
1994～ 17.5％ － ８％ ￡46,000 【１月】国内の燃料や電力供給
サービスに対する８％軽減税率の
導入
1995～ 17.5％ － ８％ ￡47,000
1996～ 17.5％ － ８％ ￡48,000
1997～ 17.5％ － ５％ ￡49,000 【９月】《５％軽減税率の制度化》
国内の燃料や電力供給サービスへ
の８％軽減税率を５％に引下げ
1998～ 17.5％ － ５％ ￡50,000
1999～ 17.5％ － ５％ ￡48,000 事業者登録限界点を￡48,000に引
下げ
2000～ 17.5％ － ５％ ￡52,000
2001～ 17.5％ － ５％ ￡54,000
2002～ 17.5％ － ５％ ￡55,000
2003～ 17.5％ － ５％ ￡56,000
2004～ 17.5％ － ５％ ￡58,000
121消費税の今後：複数税率化と仕入税額控除（石村）
2005～ 17.5％ － ５％ ￡60,000
2006～ 17.5％ － ５％ ￡61,000
2007～ 17.5％ － ５％ ￡64,000
2008～ 17.5％ － ５％ ￡67,000
2009～ 15％ － ５％ ￡68,000 【 １ 月 】VAT 標 準 税 率17.5 ％ を
15％に引下げ（2009年12月末まで）
2010～ 17.5％ － ５％ ￡70,000 【１月】VAT 標準税率を17.5％に
戻す
2011～ 20％ － ５％ ￡73,000 【１月】VAT標準税率を20％に引上げ
2012～ 20％ － ５％ ￡77,000 【４月】事業者に対する VAT 電子
申告を義務化（小規模事業者を除
く。）
2013～ 20％ － ５％ ￡79,000







て VAT に「軽減税率（reduced rate）」（当初８％、現在５％）をはじめて
導入したのは、1973年の VAT 導入からおおよそ20年経過後の1994年にい
たってのことである。しかも、その適用対象も極めて限定的である。
































（42）　See, John Brooks & Andrew Copp, How to live with VAT （2nd ed., The Daily 









交付／ tax invoice）方式の付加価値税（VAT ＝ Value Added Tax）を導
入した。
②準拠法
・1994年付加価値税法（Value Added Tax 1994）〔以下「VAT 法」とい
う。〕
・1995年 付 加 価 値 税 規 則（Value Added Tax Regulations 1995）〔 以 下
「VAT 規則」という。〕、
・その他付加価値税令（Value Added Tax Orders）〔以下「VAT 令」とい
う。〕など
③現行税率や非課税取引
・標準税率（Standard rate）20％（VAT 法 ２条１項）
・軽減税率（Reduced rate） ５％（VAT 法２条２項・同法29条のＡ・同
法別表第７のＡ）
・割増税率（Higher rate）  25％（現在なし）
・ゼロ税率（Zero-rating）０％（VAT 法30条・同法別表第８）【０％の税
率で課税。したがって仕入税額控除／前段階控除が可能】




④ 課税事業者／事業者登録（VAT registration）制度（VAT 法３条・同法
別表第１以下、VAT 規則５条以下））（43）
・事業者で、過去12ヵ月の課税売上高（ゼロ税率取引を含み、非課税













































（46）　HMRC, Notice 733 Flat Rate Scheme for small business （April 2014）.
（47）　Available at： http://www.hmrc.gov.uk/vat/start/schemes/flat-rate.htm#5













































（49）　HMRC, Notice 718 The VAT Margin Scheme and global accounting （March 2011）；




（51）　See, Gordon Fotherby, “Customs and Excise Duties and Value Added Tax,” 39 
International and Comparative Law Quarterly 266 （1990）； HMRC, VAT Notice 718： 





























（52）　EU は、UK の省エネ器具に対する軽減税率の適用は、VAT 指令（VAT Directive）
に抵触するとして、EU 司法裁判所に提訴している。See, Press Release, “Taxation：










































































・ チ ョ コ レ ー ト、 砂 糖 菓 子





















































































標準税率 非課税 ゼロ税率 軽減税率
EC指令 15％以上 土 地 の 譲 渡・ 賃
貸、中古建物の譲
渡、建物の賃貸、





５ ％ 以 上： 食 料




（53）　See, HM Treasure, Estimated costs and the principal tax expenditures and structural 
reliefs 2013-4.
（54）　See, EC, VAT Rates Applied in the Member States of the European Union （Situation 








道 水、 新 聞・ 雑
誌・書籍、旅客運
送など
フランス 20％ 不 動 産 取 引・ 賃
貸、医療、金融、
保険、郵便等




・ 2.1 ％： 新 聞、
雑誌、医薬品等
イギリス 20％ 土 地 ／ 建 物 の 譲
渡・賃貸、金融、





































設 ／ 中 古 ） の 取
引・賃貸（ただし
１ ヵ 月 未 満 を 除
く。）、 土 地・ 農
地、保健・医療・
歯 科 医 療、14歳
以下の子供の保育
サ ー ビ ス（24時
間以下のものに限






















律 扶 助、 学 校 教
育、 音 楽 レ ッ ス
ン、 小 中 高 の カ
フェテリアで販売
される飲食料品一







































































destination-based VAT/GST） か、 原 産 地 課 税 原 則 に 基 づ く も の（origin-based 















から、異論も出ている。See, Jane L. Seigendall, “A Framework on Consumption Taxes 









































































































































































の価格表示のおける消費者保護に関する（on consumer protection in the 
indication of the prices of products offered to consumer）」指令〔Directive 










（59）　See, George Stigler, “The Economics of Information,” 69 J. Polit. Econ. 213, at 213-
220 （1961）.
（60）　See, Council Directive 98/6, 1998 Official Journal of the European Communities （L 









「総額表示（all inclusive price statement）」は、一般には「税込表示
（tax inclusive price statement）」とも呼ばれる。ただ、ひとくちに「総額
表示」といっても、消費者（担税者）が自己の税負担額を容易に理解でき







statement of the price and tax）ように義務づけている（63）。
一方、オーストラリアでは、取引慣行法（Trade Practices Act 1974）53
条の C で、不特定多数を取引相手とする取引においては、「総額表示」を
義務づけている（mandatory all inclusive pricing）。このことから、付加価




い て 詳 し く は、See, Jacob Nussin, “To Confuse and Protect： Taxes and Consumer 
Protection,” 1 Colum. J. Tax 218 （2010）.
（63）　See, e.g., New York State Department of Taxation and Finance, Taxpayer Service 
Division, Technical Service Bureau, “Requirements for Separate Statement of Sales 
Tax,” （Dec. 3, 1979）. Available at： http://www.tax.ny.gov/pdf/memos/sales/m79_15s.
pdf また、拙論「アメリカの州売上税法の研究（上）」朝日法学論集２号55頁、83頁
以下、拙論「アメリカの州売上税の構造（上）」税理32巻２号参照。
（64）　 オ ー ス ト ラ リ ア 連 邦 議 会 は、2008年 取 引 慣 行 法 修 正 法〔Trade Practices 
Amendment （Clarity in Pricing）Act 2008〕を制定し、2009年５月25日から一定の場
合に法人事業者に総額表示を義務づけた。Available at： http://journal.mtansw.com.












































































































































Patrick R. Van Tiflin, “Under Assault Since its Inception, Michigan's SBT is Sure to be 
Repealed, But What Will Take its Place?, ”13 Tax Mgmʼt Multistate Tax Rep. 310 （2006）. 
ちなみに、SBI 廃止後、同州は、2008年１月１日から、他の企業からの仕入高を課税
ベースとするミシガン事業税（MBT=Michigan business tax）を導入している。See, 
Michael J. Macintyre & Richard. D. Pomp, “A Policy Analysis of Michiganʼs Mislabeled 
























（68）　See, GAO, Value-Added Tax： Lessons Learned from Other Countries on Compliance 
Risks, Administrative Costs, Compliance Burden, and Transition April, 2008）. Available 
at http://www.gao.gov/assets/280/274387.pdf なお、このアメリカ連邦政府検査院


































































































































































































VAT は、まさに、仕入税額「控除権（the right to deduct）」が保障された
租税であるということにある。
この点、欧州司法裁判所（ECJ＝European Court of Justice）は、善意
（bona fide）の取引ついては、EU の VAT 第６次指令の17条〔Origin and 
scope of the right to deduct〕および18条〔Rules governing the exercise of 




plc and others v Customs and Excise Commissioners ［2006］）（73）。
（71）　See, HMRC, Statement of Practice： Input Tax deduction without a valid VAT invoice 




を再編し新たに設けられた第一段階審判所租税部（Tax Chamber （TC） of the First-
tier Tribunal）に対し不服審査を申し立てた事案としては、See, e.g., London Wiper 
Company Ltd v Revenue & Customs ［2011］ UKFTT 445 （TC） （05 July 2011）. Available 





















すでにふれたように、EU 第６次 VAT 指令は、UE 加盟国の VAT の仕組
みや税率などの調和を目的としたものである。












イギリスは、EU 第６次 VAT 指令が発効する前から、VAT マージン課
税制度（VAT Margin Schemes）という名称で、「中古品等の販売に関す

















































































































値財やサービス（merit goods and services）に対しては課税されるべき
ではない」という考え方（価値財／サービスへの消費課税除外措置）に
沿って、軽減税率は一切採用せずに、幅広く「ゼロ税率（domestic zero-
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rate）」の採用している。加えて、連邦の個人所得税制に給付（還付）つき
の消費税（GST/HST）税額控除を組み込み、一種のタックス・インデク
セーション／物価調整税制（tax indexation）としての役割を担わせてい
る。これは、消費税／付加価値税の標準税率（軽減税率を採用している場
合には当該税率も含む。）が固定されている限り、インフレが起きると、
その分だけ国家の消費税／付加価値税収が増加につながる一方で、インフ
レにスライドするだけの所得の伸びがないとすると生活者の可処分所得は
目減りすることに対応するためである。
わが国でも、消費税増税に伴う逆進性解消策の検討にあたっては、消費
税の隠されたインフレ増税問題にも目を向ける必要がある。インフレ消費
増税で生活者の可処分所得に目減りが生じないようにするためには、低お
よび中所得の生活者層を対象としたタックス・インデクセーション機能を
組み込んだ所得税上の給付（還付）つき消費税額控除を検討するのも一案
である（76）。
ところが、わが国の見直し論議では、価値財／サービスへの消費課税除
外措置、逆進性解消策、「損税」対策としての「ゼロ税率（domestic zero-
rate）」適用にはまったく後ろ向きである。徹底して「ゼロ税率」の封印に
走る与党やその背後にいる財政当局の税財政政策は解せない。しかし、そ
うだからと言って、日本医師会（日医）のように、医療（社会保険診療）
に、現行の「非課税」から「ゼロ税率」への転換を求める従来の主張を止
（76）　わが国では政府が、一定のインフレターゲット（物価下落と不況のデフレ・スパ
イラルを断ち切るために一定の物価上昇率を目標とする、そのために金融を緩和す
る）政策を実施している。（ただ、多くの諸国では、インフレターゲットを、インフ
レ抑制をねらいに導入しており、デフレ抑制をねらいに導入していない。）わが国の
経済政策において、政府はインフレを奨励するものの、生活者の給与引上げは差ほど
期待できない現状にある。加えて、現行の消費税制に物価調整機能を組み込み頻繁に
税率上下させることも難しい。カナダの例に倣って、所得税制に、消費税にかかる給
付（還付）つき税額控除を導入し、消費税のインフレ増税による生活者の可処分所得
の目減りを補てんする政策をとるのも一案である。もっとも、給付（還付）つき税額
控除は、世帯所得も加味して控除額を算定することや所得税の確定申告が前提となる
ことから、課税単位のあり方や個人の申告納税制度の抜本的な見直しが行われなけれ
ば、実現が難しいといえる。
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めて、「軽減税率」の適用を求める主張に切換えを図ったやり方も解せな
い。消費者である患者を犠牲に、自らの消費税額計算において仕入税額控
除を可能にすることだけを追い求めた単なる医療業界益優先の狡猾な主張
に過ぎない。窓口での負担が８％（？）も増える患者である国民は、たまっ
たものではない。消費税（VAT/GST）を導入するどこの国においても、
医療には、「非課税」か「ゼロ税率」を適用している。医療に軽減税率適
用は、世界に類がない。こうした業界団体の主張がそのまま現実のものに
なるとすれば、まさに「世界の笑点」と化すはずである。
医療を３％、飲食料品を５％といったように、複数の種類の軽減税率の
導入も考えられなくもない。しかし、事業者の煩雑な納税事務という “ 隠
れた負担 ” を織り込んで考えるならば、複数の種類の軽減税率の導入には
賛成できない。
 （本学法学部・法科大学院兼担教員）
